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中長期的な検討テーマについて 

 

１ 機体数及び運航形態 
（１）現状 

・岐阜県は、防災ヘリを２機体制で運用しており、運航形態は「若鮎Ⅰ」が委託運航、

「若鮎Ⅲ」が自主運航。県警ヘリは１機で自主運航。 

・若鮎Ⅲは県警が警察用務にも使用する「共同運航」を実施。 

 

【年間運航時間数】           【緊急運航件数（対全国平均）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

※若鮎Ⅲは防災業務のみ          ※同左 

出典：消防白書（消防庁）等から岐阜県危機管理部防災課が作成 

 

【２機同時要請・出動件数】 

 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 

要請件数 － － ８ ８ ２１ 

 出動件数 ４ ６ ４ １ ２ 

※H26年度、H27年度の要請件数は未集計 

 

【人口同規模県の機体数の状況】      【面積同規模県の機体数の状況】 

H27国勢 

調査人口 

防災ヘリ 警察 

ヘリ 
計 

 国土地理院面積 

(R1.10) 

防災ヘリ 警察 

ヘリ 
計 

県 市  県 市 

新潟 230万人 1  3 4  福島 13,784km2 1  2 3 

長野 210万人 1  2 3  長野 12,584km2 1  2 3 

岐阜 203万人 2  1 3  新潟 11,638km2 1  3 4 

栃木 197万人 1  1 2  秋田 11,638km2 1  1 2 

群馬 197万人 0※  1 1  岐阜 10,621km2 2  1 3 

岡山 192万人 1 1 1 3  青森 9,646km2 1  1 2 

福島 191万人 1  2 3  山形 9,323km2 1  1 2 

三重 182千人 1  2 3  鹿児島 9,187km2 1  1 2 

（人口 180～230万人の県を抽出）     （面積 8,500～14,000km2の県を抽出） 

※平成 30年 8月 10日墜落事故発生 

資料３ 
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（２）全国的な状況 

 ① 防災ヘリ 

・４４都道府県、５５団体が計７５機の防災ヘリを運航。 

都道府県は本県のほか秋田県及び高知県のみ自主運航（兵庫県は神戸市と共同自主

運航）。政令市消防機関は全て自主運航。 

・機体を複数保有する団体で、機体ごとに委託運航、自主運航と運航形態を別にして

いるのは本県のみ。 

② 警察ヘリ 

・全道府県警・警視庁が計９１機の警察ヘリを運航。全て自主運航。 

 

 

 

  

出典：消防庁ホームページ 
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（３）論点 

 ① 運航形態 

【委託運航】 

（メリット） 

・複数の機体や事業場を有するスケールメリットによる安定的な人材確保が可能とな

ることに加え、独立した品質保証部門や監査部門体制が充実しているのではないか。 

（デメリット） 

・運航経費が高コストとなる場合が多いのではないか。 

・航空業界の動向（ヘリ２名操縦士体制の義務化等）や経営戦略に左右され、将来的

に委託が困難となる可能性もあるのではないか。 

 

【自主運航】 

（メリット） 

・操縦士・整備士の異動がなく、地形条件や気象状況等を熟知した上での効果的・効

率的な運航が期待できるのではないか。 

（デメリット） 

・少数職員による運航管理となり、安定的な人材確保やチェック体制の確立が難しい

のではないか。 

 

【委託運航と自主運航の混在】 

（メリット） 

・リスクヘッジ効果により、一方が運航不能となった場合にも、運航を継続すること

ができるのではないか。 

・一方の優れた手法やルールを他に導入することで、運航体制の適正化・合理化が可

能となるのではないか。 

（デメリット） 

・スケールメリットが働かず非効率となる可能性があるのではないか。 

 

 ② 県警との共同運航（岐阜県） 

（メリット） 

・県全体でのヘリ・ニーズに対し、効果的・効率的な運用が可能。 

・捜索救助活動時には相互に出動して継続捜索を行うとともに、北アルプス及び白山

の高高度エリアでの山岳救助は経験を有する県警が担う運用体制が定着（連携・相

互補完）。 

（デメリット） 

・防災用・県警用それぞれに合わせた装備替えが必要となるため、整備士の負担が大

きくなる。 

・訓練日程や定期整備日程など相互の調整が必要となる。  
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２ 事務所（基地） 

（１）現状 

・防災ヘリの運航を担う防災航空センターの事務所（基地）は以下のとおり立地。 

区分 若鮎Ⅰ（ＪＡ２１ＡＲ） 若鮎Ⅲ（ＪＡ１１９Ｖ） 

基 地 川崎重工業（株）岐阜工場内 

（第２事務所） 

航空自衛隊岐阜基地内 

（第１事務所） 

・両事務所間の移動距離及び時間はそれぞれ約４００ｍ、徒歩約５分。 

・自衛隊岐阜基地内での拡張や統合は困難。 

 

【事務所位置図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事務所遠景】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第１事務所周辺詳細図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

航空自衛隊岐阜基地 

国道２１号 

第２事務所【若鮎Ⅰ】 

第１事務所【若鮎Ⅲ】 

第２事務所【若鮎Ⅰ】 

第１事務所【若鮎Ⅲ】 

川崎重工業（株）岐阜工場 
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（２）全国的な状況 

・防災ヘリ運航団体の事務所（基地）設置場所は下表のとおり。なお、岐阜県は自衛

隊基地内に事務所（基地）を設置。 

区分 団体数 

独自 ６ 

公共用飛行場内 ３７ 

公共用ヘリポート内 １１ 

自衛隊基地内 ２ 

合計 ５５（※） 

※東京消防庁は公共用ヘリポート内及び自衛隊基地内にそれぞれ事務所（基地）を設置 

 

（３）論点 

【現行の事務所（基地）体制】 

 （メリット） 

・大規模災害時において自衛隊、警察との円滑な連携が可能。 

・地形、気象条件がヘリ運航に最適。 

（デメリット） 

・事務所を分散して設置せざるを得ず、人員管理や連絡調整に不便が発生。 

 

【独自に事務所（基地）を設置】 

（メリット） 

・第一事務所と第二事務所を統合することが可能。 

（デメリット） 

・新たに設置する事務所（基地）周辺住民の理解を得るなど適地の確保に時間を要し、

財政負担が大。 
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３ 機種 

（１）現状 

・本県が保有する防災ヘリ２機の機種は以下のとおり。異なった機種を保有。 

区分 若鮎Ⅰ（ＪＡ２１ＡＲ） 若鮎Ⅲ（ＪＡ１１９Ｖ） 

運航開始 平成６年４月１日～ 

現機体は平成２７年３月～ 

平成９年４月１日（若鮎Ⅱ） 

現機体は平成２３年１１月～ 

機 体 川崎重工業 ＢＫ１１７Ｃ－２ 

搭乗定員  １０人乗り 

全長    １３．０３ｍ 

ストレッチャー装置  １台 

最大速度  ２６８ｋｍ／ｈ 

ホバリング限度 ２，５６０ｍ 

航続距離  ７００ｋｍ 

ベル社   Ｂ４１２ＥＰ 

搭乗定員  １５人乗り 

全長    １７．１０ｍ 

ストレッチャー装置  １台             

最大速度  ２５９ｋｍ／ｈ 

ホバリング限度 ４，２０６ｍ 

航続距離  ６６０ｋｍ 

特 徴 ・小型で機動性がある。 

・巡航速度が速い。 

・大型で搭乗定員が多い。 

・高高度での山岳救助が可能。 

・ヘリテレを装備。 
 

若鮎Ⅰ                   若鮎Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）全国的な状況 

・防災ヘリを複数機有する団体は本県のほかに４都県８市あり、本県同様、異なる機

種を有するのは埼玉県、東京都、高知県、札幌市、川崎市の３都県２市。 

 

（３）論点 

 【異なる機種の利用】 

（メリット） 

・機体性能の特徴を活かして、対応任務ごとの使い分けが可能ではないか。 

（デメリット） 

・機種ごとに操縦士・整備士の資格が必要となるとともに、隊員の訓練負担が大きく

なるのではないか。 
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４ 防災航空センター長の配置 

（１）現状 

・防災航空センター長には、消防防災部門の勤務経験を有する県職員（事務）を配置。 

（２）全国的な状況 

・防災航空センター長に相当する役職（所長、センター長）に消防吏員が就任してい

る自治体は、東京都、兵庫県（神戸市との共同運航）及び各政令市。 

※なお、鳥取県では、平成１６年度から２２年度までの間、防災ヘリの活動内容に精

通し隊員への指導や各消防本部との調整に長けている消防吏員が所長職に就任し

ていた（他方、県庁との調整や予算折衝など、所属長としての役割を十分果たせな

い面があったため、所長補佐として主幹級の県職員を配置。）が、現在は県職員（事

務）が所長。 


